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論 文 内 容 の 要 旨 
 
地域診断は，地域の重点課題の設定，介入施策の立案プログラムの実施，効果評価とい
うサイクルで進めていくことで，中・長期的な視点で健康施策を推進していくことが可能
である。しかし，自治体で作成される健康増進計画などの行政計画の策定には，必ずしも
地域診断が行われておらず，地方自治体の現状が十分に考慮されていないまま，計画策定
されてしまうことが多い。また，先行研究において地域診断は行われているものの，国内
での報告は数少なく，対象者が限られていることや行政計画への活用は少ない。そこで本
研究では，これらの背景を下に大阪府泉南市と武庫川女子大学とが受託事業契約を締結し，
「食育推進計画」が未策定である大阪府泉南市において，地域診断を実施し，健康増進計
画・食育推進計画を協働して策定することとした。また本研究では，地域診断の結果から，
市民の食生活に関する課題を中心にとりあげ，地域の実態に応じた食育推進のための具体
的方策について検討することを目的とした。 
第１章の研究では，無作為抽出調査による泉南市住民の食生活を分析した。第１節では
市民無作為抽出調査と内閣府が平成 23 年 12 月に実施した食育に関する意識調査との比較
することで，泉南市民の食生活の実態把握を行った。質問紙調査は，平成 25 年 8 月，住民
基本台帳から無作為に抽出した満 20 歳以上の市民 2,000 人を対象とした。なお，有効回答
数は 1,095 人（54.8.%）であった。内閣府の食育に関する意識調査は，全国の満 20 歳以上
の者 3,000 人を対象として，平成 19 年度から毎年実施しているもので，当該調査について
は有効回答数が 1,867 人（62.2%）であった。調査内容については，朝食・夕食共食頻度，
食習慣，生活習慣，心身の健康状態，属性について 34 項目を設けた。結果より，泉南市民
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は食育の認知度が高い一方で，食に関する知識が「十分にある」と答えた者や食育に「関
心がある」と答えた者が内閣府調査より少ないことが明らかになった。また，泉南市民は
朝食摂取頻度，朝食・夕食共食頻度，バランスのよい食事の頻度についても内閣府調査と
比較して少なかった。食意識や食行動を改善する必要があり，家族で食事についての話し
合いの場を持つことや，共食等を通じて家庭や地域における食に関するつながりを高めて
いくことが重要であると考えられた。 
第 2 節では，食への関心を高めるきっかけである共食に関連する要因について性・年代
別に解明し，地域における共食頻度を増加させる方法を検討することを目的とした。対象
者は，回収した市民調査票のうち，家族と同居している 954 名とした。解析では，クロス
集計および χ2 検定によって，年代別（20・30 歳代，40・50 歳代，60 歳以上）・性別と朝
食又は夕食の合計回数を算出した 1 週間の共食頻度を比較した。また，家族との共食頻度
を目的変数として，生活習慣（6 項目）心身の健康状態（3 項目）を説明変数に設定して，
単変量および多変量ロジスティック回帰分析を行った。その結果，家族との共食頻度は年
代別・性別によって異なっていたことが示され，朝食および夕食を家族と「週 10 回以上」
食べる者の割合は 60 歳以上の女性，60 歳以上の男性，20・30 代の女性の順に高かった。
また，共食頻度に関連する生活習慣・心身の健康状態は，年代別・性別によって異なり，
20・30 歳代の女性は「ストレス」，40・50 歳代の男性は「夕食開始時刻」，女性は「喫煙」，
60 歳以上の男性は「夕食開始時刻」「喫煙」，女性は「受動喫煙」「地域との繋がり」と関
連していた。これらの結果より，家族との共食頻度に関連する生活習慣および心身の健康
状態は，年代別・性別で異なることが示された。このことから，地域における共食頻度を
増加させるには，年齢や性別の阻害要因・促進要因に配慮した施策を地域レベルで展開し
ていくことが必要であると考えられた。 
 
 第 2 章の研究では，幼児期・学齢期の生活習慣が，将来即ち成人期以降の望ましい生
活習慣・食習慣の形成に繋がると考えられることから，第 1 章で調査を行った同地域の子
どもたちの食およびその他の生活習慣を明らかにすることを目的とした。平成 25 年 7 月，
大阪府泉南市に所在する全保育所(園)，幼稚園，小学校，中学校に在籍している全ての子
ども 8,014 人を対象に実施したアンケート調査結果を用いた。第 1 節では，対象者を男女
ごとに 1 歳から 5 歳の者を幼児，小学 1 年生から小学 3 年生を小学校低学年，小学 4 年生
から小学 6 年生を小学校高学年，中学 1 年生から中学 3 年生を中学生の 4 群に分け，4 群
学齢区別の食およびその他の生活習慣との関連を検討した。その結果，年齢が上がるにつ
れ，朝食欠食の増加やゲーム時間の増加がみられ，食およびその他の生活習慣が乱れる傾
向にあることが明らかとなった。また，男女とも小学校低学年と小学校高学年の間におい
ても，朝食・間食摂取頻度，就寝・起床時刻，テレビ・ゲームの視聴時間，運動状況に有
意な差がみられた。これらの結果より，学齢期ごとの食およびその他の生活習慣に関する
課題を把握した上で，その要因を検討し，学齢期からの食を中心とした生活習慣の改善を
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促す積極的な介入施策を実施する必要があると考えられた。 
第 2 節では，第 1 節で明らかになった学齢期の食行動の課題の中から，先行研究におい
て報告が数少ない間食の摂取頻度に影響を与える要因について着目し，小学校高学年の間
食頻度と食およびその他の生活習慣との関連を検討した。対象者は，質問紙を提出した者
のうち，性別・年齢および間食頻度のいずれにも欠損がなかった 2,007 名とした。解析で
は，クロス集計表および χ２検定によって，性別，学年別，所属校と間食頻度を比較した。
また，間食頻度によって分けた「2 回未満/日」群，「2 回未満/日」群の 2 群を目的変数と
して，生活習慣（4 項目），食生活（７項目）を説明変数に設定して， 単変量および多変
量ロジスティック回帰分析を行った。その結果，男女ともゲーム時間数，就寝時刻と有意
な正の関連を認めた。次に食生活では，男女とも間食頻度と乳製品摂取頻度との間に有意
な負の関連を認めた。また，間食頻度と油物の摂取頻度，インスタント食品の摂取頻度と
の間に有意な正の関連を認めた。さらに間食頻度と関連する食生活は，性別によっても異
なり，男子では間食頻度と野菜摂取頻度，玩味状況との間に有意な負の関連を認め，女子
では，間食頻度と朝食摂取頻度との間に有意な負の関連を認めた。以上の結果より，児童
の間食行動に影響を与えている因子を考慮した介入が必要と考えられた｡例えば，女子の場
合は不適切な間食を減らすためには，間食の摂り方とともに朝食摂取の意義も指導するよ
うに，個人の特性に応じた指導や教育を行う必要性が示唆された。 
第 3 節では，効果的に食育を推進させるためには，個々に着目するだけでなく地域にお
ける児童生徒の食生活の特徴を探る必要があると考え，中学校区間における児童の食およ
びその他の生活習慣を検討した。対象者を中学校の校区ごと，A 中学校区（3 校），B 中学
校区（3 校），C 中学校区（1 校），D 中学校区（3 校）の 4 校区に分け，4 校区間の児童の食
およびその他の生活習慣を比較した。校区別の食生活の結果では，油物の摂取頻度は 4 校
区間に有意な校区間差を認めた。しかし，多重比較の結果では有意な差は認めなかった。
次に 4 校区別におけるその他の生活習慣の比較を行った。運動状況は，校区間に有意な校
区間差を認めた。またゲーム時間数，就寝時刻，起床時刻，歯磨きの頻度は 4 校区間につ
いても有意な差を認めた。これらの結果より，校区によって生活習慣に差があることが明
らかとなった。また，前章の市民アンケートにおいても同様の結果が得られたので，大人，
子どもを含めて地域文化との関連が示唆され，社会経済的な違いを反映している可能性が
あり，「健康格差」が地域内に存在することが示された。児童の食をはじめとする生活習慣
の地域間格差に影響を与える要因は明確ではないが，校区の実態に即した食育を展開する
必要があると考えられた。 
 
第 3 章の研究では，前章までに明らかとなった課題に基づき，児童生徒の望ましい食お
よびその他の生活習慣を育むための食育カリキュラムを立案・実施し，食育介入効果を検
討した。対象は，泉南市と同じ泉北・南地域にある大阪府 I 市に所在する G 中学校区の A
小学校 5 年 114 名，B 小学校 5 年 120 名，C 中学 2 年生 275 名とした。なお本研究は，前後
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比較研究とし，実施時期は平成 27 年 11 月から平成 28 年 11 月とした。食育カリキュラム
は I 市の小中学校の担任および栄養教諭が協働して立案し，食育と「家庭科」を合科させ，
「給食アレンジコンテスト」と題し，給食のメニューを朝食でも食べられる料理にアレン
ジして，家庭で作る宿題を提起した。また次に各校でそれぞれ優秀だった給食アレンジレ
シピを実際の給食として登場させ，その様子を食育だよりや地域の PTA が主催する健康ま
つりを通じて，校区の保護者や児童に紹介した。その後，食育カリキュラムの効果を A・B
小学校の平成 27 年 11 月時点の 5 年生 234 名に実施した食生活アンケートと平成 28 年 11
月に同対象者 233 名（1 名転出）に実施した食生活アンケートの結果より，χ2 検定を用い
て検討した。その結果，「朝・昼・夕三食必ず食べている」児童が有意に増加した。これは
教職員・保護者・地域が連携して取り組んだ成果であると考える。また，「栄養のバランス
を考えて食べている」児童，「食事を楽しんでいる」児童の割合が有意に増加した。これは
調理体験を取り入れたことにより，保護者の協力が得られ，家族とのコミュニケーション
が向上したためと考えられる。以上より，対照群が設けられていない点などの限界点はあ
るが，校区を単位とした本食育カリキュラムは，児童の食に対する関心を高め，食意識・
行動を改善させる本格的プログラムを実現するためのきっかけとなりうると考えられた。 
 以上，本研究は，大阪府泉南市をモデルとして，地域診断を試み，地域の実態に即し
た効果的な食育の推進方法について検討した。その結果，小都市において，市民からの
無作為抽出によって生活習慣に関する調査を実施したことにより，食育に対する市民
の関心や共食等を通じた家族との食の繋がりの実態が把握でき，地域全体の課題を明
らかにした。また，同一市において幼児期及び学齢期の全数調査を実施したことによ
り，食をはじめとした生活習慣が段階的に変化することを明らかにした。生活習慣は，
性別・年齢別に異なることから，個人に注目しがちである。しかし，地域の学校間に
差を認めたことから，個人の問題だけでなく，環境要因も影響し，その対策の必要性
が示された。また本研究では，これらの観察研究の結果を踏まえ，食育パイロット研
究として，小中学校の教職員や家庭，地域との連携を図りながら，課題解決に向けた
取り組みを実施した。その結果，介入の効果を認め，自治体における市民の食に対す
る意識・行動を改善させる本格的なプログラムを実現するための手法を示すことがで
きた。今後，自治体において効果的に食育を推進するためには，まず地域診断を行い，
それぞれの地域が抱える食に関する課題を分析する。そして，課題に対する要因を検
討し，その地域に応じた食育を校区単位で学校・家庭・地域が一体となって考え，取
り組みの成果を地域全体へと波及していくといったサイクルを積み重ねていくことが
重要であると示唆された。 
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論文審査並びに最終試験の要旨 
 
本論文は，大阪府内の泉南市（人口約 6 万 5 千人）において食の問題に焦点を当て
た地域診断を行い，地域の実態に応じた食育推進のための具体的方策を検討すること
を目的とした。 
第 1 章では，無作為抽出調査により泉南市住民の食生活の実態把握と関連要因の分
析を行った。第１節では，内閣府調査との比較による泉南市民の食生活の実態把握を
行った。その結果，泉南市民は，全国と比較して，食に関する知識・意識が低いこと
が明らかになった。また，泉南市民は，朝食摂取頻度，朝食・夕食共食頻度，及びバ
ランスのよい食事の頻度が明らかに低かった。今後，泉南市の成人に対して，家族で
食事についての話し合いの場を持つことや，共食等を通じて食への関心を高め，食に
関する行動変容を促すきっかけづくりが必要であるとまとめた。 
第 2 節では，家族との共食頻度について着目し，共食に関連する要因の分析を行っ
た。その結果，働く世代の男性では，夕食開始時刻が共食頻度に関連していたことが
明らかとなった。また，若年女性では，精神的健康状態，中高齢期の女性では喫煙状
況・地域との繋がりが共食頻度と関連していた。以上のことから，地域における共食
頻度を増加させるためには，地域レベルで，性別・年代毎の阻害要因及び促進要因に
配慮した健康施策を展開していく必要があるとまとめた。 
第 2 章の研究では，幼児期・学齢期の生活習慣が，将来即ち成人期以降の望ましい
生活習慣・食習慣の形成に繋がると考えられることから，第 1 章で調査を行った同地
域の子どもたちの食生活を分析した。 
第 1 節では，学齢区分別にみた食およびその他の生活習慣の比較を行った。解析で
は対象者を幼児，小学校低学年，小学校高学年，中学生の 4 群に分け，4 群別に生活
習慣の比較を行った。その結果，学齢が上がるにつれて，食およびその他の生活習慣
が乱れる傾向を認めた。また，男女とも小学校低学年と高学年の間に，朝食・間食頻
度，ゲーム時間，及び運動状況の有意差を認めた。以上の結果より，成人期以降に望
ましい生活習慣を築くことができるよう，学齢期から食およびその他の生活習慣の改
善を促す積極的な介入施策が必要であるとまとめた。 
第 2 節では，第 1 節で明らかになった学齢期の食行動の課題の中から，先行研究に
おいて報告が数少ない間食の摂取頻度（以下，間食頻度）に注目し，小学校高学年の
間食頻度と食およびその他の生活習慣との関連を検討した。その結果，男女とも間食
頻度とゲーム時間及び就寝時刻との間に有意な正の関連を認めた。また，間食頻度と
有意に関連する食行動は，男子では玩味状況，女子では朝食の摂取頻度であり，性別
によって異なる結果だった。以上の結果より，今後は児童の間食行動に影響を与えて
いる因子を考慮した食育の充実を図る必要があるとまとめた。 
第 3 節では，効果的に食育を推進させるためには，地域ごとの児童生徒の食生活の
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特徴を探る必要があると考え，中学校区別に食およびその他の生活習慣を比較した。
その結果，運動状況，ゲーム時間，就寝時刻に有意差を認めた。このことは，健康日
本２１（第二次）において提起された「健康格差」が地域内に存在することを示すデ
ータであり，この学校間の健康格差をどう縮小するかという課題を提起するものと指
摘した。ただし，学校間に生活習慣の差には様々な要因が交絡すると考えられ，児童
の生活習慣の地域間格差に影響を与える要因について安易に論じることはできないの
で，今後，この格差の解消をめざして，さらに調査を進める必要があると提言した。 
第 3 章では，児童生徒の望ましい食行動・生活習慣を育むため，大阪府Ｉ市の小中
学校の担任及び栄養教諭が食育カリキュラムを立案し，I 市 A 中学校区（1 中 2 小）に
おいて，食育パイロット研究を実施した。その結果，「朝・昼・夕三食必ず食べる」，「栄
養のバランスを考えて食べる」，「食事を楽しむ」児童の割合が有意に増加した。校区
を単位とした本食育カリキュラムは，対照群が設けられていない点や，様々な背景因
子を考慮できていない等の限界点を有するが，児童の食に対する関心を高め，食に対
する意識・行動を改善させる本格的プログラムを実現するためのきっかけとなりうる
とした。 
以上，小都市において，市民からの無作為抽出により生活習慣に関する調査を実施
したことにより，食育に対する市民の関心や共食等を通じた家族との食の繋がりの実
態が把握でき，地域全体の課題が明らかになった。さらに，同市において幼児期及び
学齢期の全数調査を実施したことにより，食生活及びその他の生活習慣が段階的に変
化することが明らかとなった。また，生活習慣は，性別・年齢別に異なることから，
個々人の要因の影響を注目しがちだが，地域の学校間差を認めたことから，個々人を
取り巻く環境要因も影響し，その対策の必要性が示された。以上の観察研究の結果を
踏まえ，食育介入のパイロット研究として，小中の教職員や家庭，地域との連携を図
りながら，課題解決に向けた取り組みを実施した結果，小規模ながら介入の効果を認
めた。 
以上，本研究は，科学的根拠に基づき地域において食育を推進させるために，自治
体において，①住民の食生活の実態と課題を明らかにした上で，②課題に関連する要
因と，学校区単位で協働する食育の必要性を明らかにし，③予備的だが地域全体へ拡
げる食育介入の方向性を示した。自治体において食育を進めていく上で，本研究のア
プローチと成果は，栄養教諭や現場関係者に影響を及ぼすエビデンスであり，課程博
士論文に十分に値すると判断した。 
なお，平成 30 年１月 31 日に行われた公聴会においては，様々な角度からの質疑に
適切に答弁し，本申請者の研究者としての能力は博士学位取得レベルに達したもので
あると判断される。以上の結果から，当該博士学位申請者に対する博士の学位授与は
十分にふさわしいものと認める。 
